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（注１）現役並み所得者とは・・？

７０歳以上の国保被保険者および老人保健で医療を受ける人（国保

被保険者に限る）のうち、１人でも一定の所得（課税所得が１４５万円）

以上の人が同一世帯にいる人。

ただし、７０歳以上の国保被保険者および老人保健で医療を受ける

人（国保被保険者に限る）の収入の合計が、２人以上の場合は５２０

万円未満、１人の場合は３８３万円未満であった場合は、申請によっ

て「一般」の区分と同様になり、１割負担となります。

その３
厚生労働大臣が指定する特定疾病のうち、７０歳未満の人工透析が必要な慢性腎
不全の診療に係る自己負担額（上位所得者に限る※１）が変更になりました。

（注２）厚生労働大臣が指定する特定疾病

・先天性血液凝固因子障害の一部 ・人工透析が必要な慢性腎不全 ・血液凝固因子製剤の投与に起因するHIV感染症

平成１８年９月３０日まで 平成１８年１０月１日から

３０万円支給 ３５万円支給

平成１８年９月３０日まで 平成１８年１０月１日から

１万円まで ２万円まで

その２ 国保被保険者が出産したとき支給される、出産育児一時金の支給額が変更になります。

平成１８年９月３０日まで 平成１８年１０月１日から

２割 ３割

その１
７０歳以上及び老人保健で医療を受ける人で、現役並み所得者(注１)に該当する方の
自己負担割合が変更になります。(※すでに切替をしている方は、手続きの必要はありません)

３割 ３割

５万円ＵＰ

１割

自己負担割合

が変更するか

どうかは、個人

の状況によっ

て様々のよう

じゃ！詳しく

は保健課で確

認するとよい

ぞ

平成１８年１０月１日より
国民健康保険の一部が
改正されます。

１０月生ま
れから５万
円多く貰え
るようじゃ
のぉ～

国民健康保険
　加入者の方へ

Ａさん　71歳

国保被保険者

課税所得

    　160万円

収入　400万円

Ｃさん　72歳

国保被保険者

課税所得　0円

収入　　　0円

Ｄさん　78歳

国保被保険者（老人医療）

課税所得

    　170万円

収入　400万円

Ｅさん　73歳

国保被保険者

課税所得

　　　 60万円

収入　110万円

Ａさん ＢさんＣさん２人とも 合計収入が520万円以下
なので申請をすると…

わしがチェック
するぞぃ！！

Ｂさん　77歳

国保被保険者（老人医療）

課税所得

    　180万円

収入　560万円
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※１　基礎控除後の総所得金額などが６７０万円を超える世帯。（１０月からは６００万円）

※２　過去１２ヶ月の間に、１つの世帯での支給が４回以上あった場合の４回目以降の限度額。

平成１８年９月３０日まで 平成１８年１０月１日から

その４
医療費が高額になったときの自己負担限度額が変更になりました。
※７０歳未満と７０歳以上では、自己負担限度額が異なります。

infor
matio

n
infor

matio
n

１ヶ月の限度額

医療費が２４１，０００円
を超えた場合は、その
超えた分の１％を加算

一　　般

上　　位
所得者

住民税
非課税世帯

７２，３００円　+

医療費が４６６，０００円
を超えた場合は、その
超えた分の１％を加算

１３９，８００円　+

３５，４００円

４０，２００円

７７，７００円

２４，６００円

ち
ぇ
っ
く

ち
ぇ
っ
く

一般と上位所得者
が増額しとるよう
じゃのぉ～

（月収５６万円以上）

１ヶ月の限度額

医療費が２６７，０００円
を超えた場合は、その
超えた分の１％を加算

一　　般

上　　位
所得者

住民税
非課税世帯

８０，１００円　+

医療費が５００，０００円
を超えた場合は、その
超えた分の１％を加算

１５０，０００円　+

３５，４００円

４４，４００円

８３，４００円

２４，６００円

（月収５3万円以上）

▼７０歳未満の人の場合

自己負担限度額（月額）

４回目以降（※２） ４回目以降（※２）

自己負担限度額（月額）

平成１８年９月３０日まで 平成１８年１０月１日から

外　来
（個人単位）

一　　般 １割

２割

１割

１割

自己
負担
割合

現役並み
所得者

低所得
２　　　　

１２，０００円

医療費が361,500円を超えた場
合は、その超えた分の１％を加算
（4回目以降※2は40,200円）

４０，２００円

８，０００円

８，０００円

４０，２００円

７２，３００円　+

２４，６００円

１５，０００円

外来・入院
（世帯単位）

低所得者以外は
増額しているよう
じゃのぉ～

低所得者は認定証が
必要のようじゃ！
必ず申請するように！

（注１）

（注2）

低所得
１　　　　（注3）

▼７０歳以上の人の場合

自己負担限度額（月額） 自己負担限度額（月額）

(注２)低所得２とは・・？

同一世帯の世帯主および国保被保険者(老人保健で医療を受ける人の場合

は世帯の全員）が住民税非課税の人(低所得１以外の人)にあたります。

(注３)低所得１とは・・？

同一世帯の世帯主および国保被保険者(老人保健で医療を受ける人の場合

は世帯の全員)が住民税非課税で、その世帯の判定対象者の各所得が必要

経費・控除(年金の所得は控除額を８０万円として計算)を差し引いたとき

に０円となる人にあたります。

※　低所得１・２の人は、入院の際に「限度額適用・標準負担額減額認定証」が必要となります。市役所保健課窓口   

    に申請してください。

※　世帯内の異動や所得の変動があった場合には、年度途中でも自己負担割合などが変わる場合があります。

外　来
（個人単位）

一　　般 １割

３割

１割

１割

自己
負担
割合

現役並み
所得者

低所得
２　　　　

１２，０００円

医療費が267,000円を超えた場
合は、その超えた分の１％を加算
（4回目以降※2は44,400円）

４４，４００円

８，０００円

８，０００円

４４，４００円

８０，１００円　+

２４，６００円

１５，０００円

外来・入院
（世帯単位）

（注１）

（注2）

低所得
１　　　　（注3）

※ １ ※ １
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国民健康保険　加入者の方へ　　（つづき）

【問い合わせ先】　　国民健康保険について　　阿蘇市役所保健課　国保老人係　　TEL22－3167

　　　　　　　　　

※上記の金額は１ヶ月の負担のめやすになっています。

★所得の低い人は負担が軽減されます。

★　負担の対象外となる患者
　　　入院医療の必要性の高い状態(※)が継続する患者及び回復期リハを受ける患者については、
    食材料費相当２４，０００円のみの負担となります。

　　(※)・・・人工呼吸器、中心静脈栄養等を要する状態や脊髄損傷（四肢麻痺が見られる状態）、難病等

平成１８年９月３０日まで 平成１８年１０月１日から

その５
療養病床に入院する７０歳以上の人の、食費と居住費の
負担が変更となりました。

調理コスト相当や
光熱水費相当も負
担せねばならない
ようじゃ！大幅に
増額するので注意
が必要じゃぞ！

負担が軽減される
人や、負担対象外
となり通常通りの
負担でよい人もい
るので確認すると
よいぞ！

　
高
齢
化
が
加
速
す
る
中
、
医
療
費
は
毎
年
増
加

す
る
傾
向
に
あ
り
ま
す
（
阿
蘇
市
の
老
人
医
療
費

は
年
間
１
人
当
た
り
90
万
円
を
超
え
、
熊
本
県
で

ワ
ー
ス
ト
４
位
と
な
っ
て
い
ま
す
）
。
そ
の
一
方

で
、
医
療
費
の
支
払
い
に
充
て
る
た
め
の
保
険
税

は
景
気
の
低
迷
な
ど
の
影
響
か
ら
伸
び
悩
み
、
ま

た
、
国
・
県
や
保
険
者
の
財
政
も
厳
し
く
、
誰
で

も
保
険
証
１
枚
で
医
療
を
受
け
ら
れ
る
「
国
民
皆

保
険
制
度
」
は
危
機
的
な
状
況
に
あ
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
社
会
情
勢
の
中
で
、
国
民
皆
保
険
を

堅
持
し
、
安
心
の
基
盤
で
あ
る
医
療
保
険
を
子
や

孫
の
世
代
に
ま
で
持
続
可
能
の
も
の
と
す
る
た
め

に
、
今
回
、
抜
本
的
な
制
度
改
正
が
行
わ
れ
ま
し

た
。

　
今
回
の
医
療
制
度
改
革
の
ポ
イ
ン
ト
は
、
①
医

療
費
適
正
化
と
し
て
、
保
険
給
付
の
見
直
し
を
図

る
ほ
か
、
40
歳
以
上
の
健
診
や
保
健
指
導
を
保
険

者
に
義
務
付
け
、
予
防
を
重
視
し
平
均
在
院
日
数

の
短
縮
に
向
け
る
　
②
平
成
20
年
４
月
か
ら
75
歳

以
上
の
方
に
、
現
在
の
老
人
医
療
保
健
に
替
わ
る

新
し
い
高
齢
者
保
険
制
度
（
保
険
料
を
徴
収
し
、

県
を
単
位
と
す
る
広
域
連
合
で
運
営
）
を
創
設
す

る
　
③
保
険
者
を
再
編
・
統
合
し
て
い
く
な
ど
で

す
。
国
保
や
政
管
健
保
も
今
後
、
再
編
・
統
合
へ

と
向
っ
て
い
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
制
度
改
正
が
続
き
、
被
保
険
者
の
立
場
か
ら
は
、

自
己
負
担
が
増
え
る
と
思
わ
れ
る
で
し
ょ
う
が
、

１
人
ひ
と
り
が
医
療
費
適
正
化
の
意
識
を
持
ち
、

ま
た
、
住
民
健
診
を
受
け
て
い
た
だ
く
こ
と
で
、

医
療
費
が
抑
制
さ
れ
れ
ば
、
そ
の
結
果
と
し
て
、

国
保
税
率
や
、
新
高
齢
者
医
療
制
度
の
保
険
料
が

抑
え
ら
れ
る
と
い
う
こ
と
に
必
ず
繋
が
る
こ
と
を

ご
理
解
し
て
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

今回の医療保険制度の改正について今回の医療保険制度の改正について

食材料費相当を負担
（２４，０００円）

食材料費及び調理
コスト相当を負担
（４２，０００円）

＋
高熱水費相当を負担
（１０，０００円）

○ 住民税非課税世帯

○ 年金受給額８０万円以下等

○ 老齢福祉年金受給者

３０，０００円

２２，０００円

１０，０００円




